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2015 年 3 月 23 日 

広島大学長 浅原利正殿 

 

広島大学職員給与規則改定案等に対する意見書 

 

 この度、大学側より示された職員給与規則改定案等について、練習船豊潮丸事業場の労働者

の過半数を組織する組合の代表者として、以下、意見を述べます。 

 

 

１．平成 26 年度における給与の特別措置（一時金の支給に関する措置要項）につ

いて 

 本特別措置は、「人事院勧告」に連動して 2015 年 1 月 1 日付で行われた「１号俸昇給抑制」

に関連して行われるものであり、その前提となる「１号俸昇給抑制」については、反対である

旨を 2014 年 12 月 22 日付の意見書において表明しました。本特別措置自体については、常勤

職員には2015年 1月 1日の1号俸昇給抑制に係る今年度分代償措置を含めた一時金の支給で、

契約職員には 2014 年 12 月 1 日の常勤職員本給改定並みの年間増額分を一時金として支給す

る内容となっています。これは、他の国立大学法人や社会状況等を考慮し、大学と広島大学

教職員組合との交渉を経て取られたものである点を評価し、同意します。 

 

 

 

２．平成 27 年度の給与等の改定について 

 本来、独立法人である広島大学は自主的・自律的な労使関係の下で給与等の労働条件を主体

的に決定すべきであり、大学自らが主体的に改定案を作成することを要望します。特に、「人事

院勧告」を事実上引き写す給与の改定は、「人事院勧告」の基礎となっている調査のサンプル数

の少なさや、業種の違い等から、広島大学職員の給与の決定としてはふさわしくなく、職員の

利益が著しく損なわれていると考えます。それゆえ、「人事院勧告」を基礎とした給与の改定に

は基本的に反対です。 

 以下、このことを前提として述べます。 

 

(1)本給月額の引き下げについて 

 2014 年度「人事院勧告」に連動する常勤職員の本給引き下げ（平均 2％）に関する職員給与

規則の改定ですが、反対します。 

 なお、当該「人事院勧告」は本給の引き下げに関連した「地域手当」の引き上げも内容とし

ていますが、この「地域手当（特別調整手当）」引き上げについては提案が為されておらず、し

たがって大学側が主張する「『人事院勧告』を基礎とした改定」という点から見ても一貫したも

のとなっていない案と考えます。 

 

 

(2)本給月額の引き下げに伴う経過措置について 

 2014 年度「人事院勧告」を受けた前号の本給引き下げに関する経過措置を職員給与規則の附

則で規定する改定ですが、本給引き下げ自体が問題であるものの、職員の損失を一定程度補填

する措置であり、経過措置自体には反対しません。 

 なお、前号の本給引き下げを行なった場合は本経過措置で 2015 年 12 月末までは 2015 年 3
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月時の本給が実質的に保障されるものとなりますが、2016 年 1 月 1 日の昇給以降では職員にと

って大きな不利益が生じることとなり、適切な代償措置が取られることを求めます。 

 

 

(3)広域人事交流手当と単身赴任手当の引き上げについて 

 2014 年度「人事院勧告」に連動する広域人事交流手当と単身赴任手当の引き上げに関する職

員給与規則の改定ですが、これまで述べて来た問題があるものの、引き上げ自体には反対しま

せん。 

 

 

(4)管理職員特別勤務手当支給対象業務の追加について 

 2014 年度「人事院勧告」に連動する管理職員特別勤務手当支給対象業務の追加に関する職員

給与規則、年俸制職員給与規則、事務・技術系契約職員の任免・給与及び労働時間・休日・休

暇に関する規則の各改定ですが、これまで述べて来た問題があるものの、当該支給対象業務の

追加自体には反対しません。 

 

 

(5)55 歳超職員（上位級対象）の本給等の 1.5％減額措置の廃止について 

 2014 年度「人事院勧告」に連動し、55 歳超職員（上位級対象）の本給等を 1.5％減額して来

た措置を 2018 年 3 月 31 日を以って廃止する職員給与規則（附則）の改定ですが、当該減額措

置が 2010 年度「人事院勧告」に連動したものであった点も踏まえれば、これまで述べて来た問

題が存在するものの、異議はありません。 

 

 

(6)退職手当の調整額の引き上げについて 

 国家公務員退職手当法の改定を参考にした、前記第 1 号の本給引き下げによる退職手当の減

額を一定程度カバーするための退職手当の調整額の引き上げに関する職員退職手当規則の改定

ですが、同様にこれまで述べて来た問題があるものの、当該調整額の引き上げ自体には反対し

ません。 

 ただし、当該調整額を支給する対象とならない第 11 号区分の職員が存在しており、当該職員

は本給引き下げによる退職手当の減額について何らの補填も検討されていません。適切な対処

が為されることを要望します。 

 なお、この度、第 10 号区分について、これまで対象から除外していた勤続 24 年以下の退職

者も支給対象とするように修正されたことは評価します。 

 

 

(7)2006 年度からの経過措置の廃止に係る代償措置（6 割支給）の廃止について 

 2006 年 4 月から実施した中高年層の本給水準の引き下げに伴う現給保障（差額支給）を 2014

年 3 月 31 日で以って廃止したことに対する代償措置（差額の 6割支給）を廃止する職員給与規

則の附則の改定ですが、当初の約束である「現給保障（差額支給）」を反故にすることに対して

大学が示した「善意（差額の 6割支給）」を消失させるものであり、また、職員にとっては当該

「差額の 6割支給」が大きな金額となる者も存在することから、反対します。 

 

 

(8)月給制から年俸制への切り替えに伴う特例について 
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 64 歳・65 歳年度に月給制から年俸制へ切り替える職員について、64 歳年度に月給制の場合

に受ける給与年額を保障することを年俸制職員給与規則の附則で規定する改定ですが、異議は

ありません。 

 

 

(9)契約職員・非常勤職員の交通用具使用者に係る通勤手当の引き上げについて 

 契約職員・非常勤職員の交通用具使用者に係る通勤手当を常勤職員に合わせて引き上げる教

育研究系契約職員の任免・給与及び労働時間・休日・休暇に関する規則、事務・技術系契約職

員の任免・給与及び労働時間・休日・休暇に関する規則、非常勤職員の任免・給与及び労働時

間・休日・休暇に関する規則の各改定で、賛成します。 

 

 

(10)パートタイム勤務の契約職員の私傷病による特別無給休暇の見直しについて 

 広島大学教職員組合の要求に基づく大学と同組合との交渉結果を受けた、パートタイム契約

職員の私傷病による特別無給休暇の大幅な拡大に関する教育研究系契約職員の任免・給与及び

労働時間・休日・休暇に関する規則、事務・技術系契約職員の任免・給与及び労働時間・休日・

休暇に関する規則の各改定で、賛成です。 

 なお、当該休暇の有給化については今後の課題と考えます。 

 

 

(11)共同研究講座等教員の新設について 

 これまで「特任教員」に含めていた共同研究講座及び共同研究部門規則の規定に基づいて雇

用される教員を「共同研究講座等教員」として分離、定義する教育研究系契約職員の任免・給

与及び労働時間・休日・休暇に関する規則の改定で、異議はありません。 

 

 

(12)学校教育法の改定等への対応について 

 改定学校教育法が2015年 4月1日に施行されることに対応する職員就業規則、船員就業規則、

契約職員就業規則、職員任免規則、教員のサバティカル研修に関する規則、教育研究系契約職

員の任免・給与及び労働時間・休日・休暇に関する規則の各改定になります。 

 これまで、教授その他の研究者により構成される教授会が「大学の学問の自由と自治」の根

幹を担って来ました。そして、その具体化として、教授会において入学・卒業の判定や、学位

の授与、教育課程の編成、予算、採用・昇任等の教員人事、学部長等の選考、学生の身分等の

教育・研究に関する重要な事項についての実質的な審議・決定権を有して来ました。 

 しかしながら、この度の改定学校教育法は、これらの審議・決定権を教授会から取りあげて

学長等へ移し、教授会を単なる学長等の諮問機関とすることにより、教育・研究活動における

大学教員の本源的かつ主体的・自発的な参加・参画権を否定しようとするものです。それは、

今後、大学教員が教育・研究に関して主体性を持って取りくめなくなることを意味し、日本国

憲法第 23 条の「学問の自由」に反するとともに、大学教員の専門性と民主制を基礎として真理

を探究し、社会発展に寄与する大学本来のあり方を否定するものと言えます。 

 大学側が広島大学教職員組合との交渉を通じて表現を変更した点は評価しますが、当該改定

学校教育法の施行に対応したそれら諸規則の改定には反対です。 

 なお、「教員のサバティカル研修に関する規則」に関して、第5条第4項で「(次項において「必

要な事項」という。)」という文言を挿入していますが、これは非常にわかりにくく、むしろ第

4項は修正せず、第5項の挿入句である「必要な事項について、」を「「前項に掲げる事項のす
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べてについて、」とし、「前項の教授会等の議を経て」を「前項の教授会等の議を経たものを」

とすべきであると考えます。 

 

 

(13)クロスアポイントメント制度の導入について 

 クロスアポイントメント制度の導入を図るための職員就業規則、契約職員就業規則、職員出

向規則の各改定、及び、クロスアポイントメント制度に関する規則の制定ですが、本制度によ

り出向し、あるいは受け入れる職員の労働時間や労働量の管理が十分に設計されていないと考

えますので、反対です。 

 

 

(14)教員の任期に関する規則の改定について 

 大学院理学研究科附属の教育研究施設において、研究開発力強化法（略称）による労働契約

法第 18 条（無期契約への転換）の特例を適用する助教を配置するための教員の任期に関する規

則の改定です。基本的に、常勤教員に任期をつけることに関しては、反対です。 

 

 

(15)その他の改定について 

 ①職員給与規則のその他の改定について 

   医療職本給表初任給基準表の「歯科技工士」における短大卒の区分の設定、管理職手当

の適用職位名の修正、及び、その他の改定で、異議はありません。 

 

 ②年俸制職員給与規則のその他の改定について 

   管理職手当の適用職位名の修正で、異議はありません。 

 

 ③職員の労働時間、休日及び休暇等に関する規則の改定について 

   1 月以内の変形労働時間制の適用となっている栄養管理部所属の栄養士に係る業務実態

に応じた労働時間・休憩時間の改定、及び、その他の改定で、異議はありません。 

 

 ④教育研究系契約職員の任免・給与及び労働時間・休日・休暇に関する規則のその他の改定

について 

   年俸制職員給与規則に合わせた年俸制適用特任教員の本給表の改定であり、異議はあり

ません。 

 

 ⑤事務・技術系契約職員の任免・給与及び労働時間・休日・休暇に関する規則のその他の改

定について 

   1 月以内の変形労働時間制の適用となっている栄養管理部所属の契約栄養士、契約病院

調理師、契約病院調理員についての各々の業務実態に応じた労働時間・休憩時間の改定、

及び、その他の改定で、異議はありません。 

 

 

 

広島大学練習船豊潮丸事業場 

広島大学教職員組合 

 執行委員長 吉田 修 


